



令和７年度結核対策費補助金
実績報告書等記入要領及び記入例












八尾市健康福祉部　保健予防課　（八尾市保健所）

· 　八尾市内にある交付申請書を提出した対象施設等は、令和７年度の結核対策費補助金事業実績報告書について、八尾市結核対策費補助金交付要綱の他、この要領及び記入例を参考に正副2部を作成し、八尾市保健所に提出してください。
　なお、この補助金について不明な点がありましたら、八尾市健康福祉部　保健予防課　（八尾市保健所）感染症担当　（☎072－994－6644）へお問い合わせください。
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<補助金申請の流れ>
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<提出していただく書類>
結核対策費補助金交付事業実績報告書（事業実績報告書関係用紙）
（添付書類）　
（1） 令和７年度八尾市結核対策費補助金事業実績報告書（様式第７号）
裏面もご提出ください。
（2）補助金以外の経費負担の概要（別紙７）
（3）結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）
（4）健康診断事業実績報告書（別紙７の２）
（5）健康診断費精算内訳（別紙７の３）
（6）令和７年度収支決算書抄本（関係分のみ）（別紙７の４）
（7）実施した医療機関が発行した領収書等証拠書類の写し及び撮影区分（直接撮影、
間接撮影）がわかるもの　
（8）結核に係る定期健康診断実施報告書







記 入 要 領

◎　結核対策費補助金交付事業実績報告

1 令和７年度八尾市結核対策費補助金交付事業実績報告書（様式第７号）
・「実績報告書申請年月日」欄
　実際の申請日の日付としてください。なお実績報告書の締切日は12月26日までですので、ご注意ください。
・「法人所在地」、「法人名」、「代表者氏名・印」欄
　　令和７年度結核対策費補助金交付申請書（様式第１号）と同様に記入してください。令和６年度より自署の場合は、押印不要になりました。なお、申請後に法人名、法人所在地等に変更があった場合は、変更届(学校の場合は、文部科学省等所管官庁への届出書類の写し等変更内容のわかるもの)を提出してください。
・「学校・施設の所在地、名称、電話番号」欄
　この申請書に係る学校・施設の所在地、学校・施設の名称（例：○○学園○○高等学校）、
電話番号を記入してください。
・「１　交付決定額」欄
　交付決定額の欄には、結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）の交付決定額Ｈを記入してください。
・「３　事業の完了の期日」欄
　交付決定指令の日付以降でかつ申請日までの日付を記入してください。
・「４　補助金振込先」欄
	　記入要領は、令和７年度八尾市結核対策費補助金交付申請書（様式第１号）と同じです。
下記の①～④について記入してください。
1 金融機関名及び支店名　　　○○銀行○○支店
2 預金種別（普通・当座）　　普通預金
3 口座番号　　　　　　　　　１２３４５６
4 口座名義　　　　　　　　　学校法人○○学園　理事長○○○○
令和７年度結核対策費補助金交付申請書（様式第１号）を提出後、振込先が変更になる場合は、変更した内容の相手方登録申請書（別紙１の８）の提出が必要です。

②補助金以外の経費負担の概要（別紙７）
　・「負担額」欄
　　　結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）の「対象経費の実支出額Ｄ」から「交付決定額Ｈ」を差し引いた額を記入してください。
　・「負担方法」欄
　　　記入要領は、交付申請時の補助金以外の経費負担の概要（別紙１）と同じです。
どのような方法で「負担額」を充当するのかを記入してください。（例：授業料収入等による学校運営経費から充当、または措置費収入による施設運営費から充当）
※「負担者」及び「負担方法」が、複数にまたがる場合はすべて記入し、内訳もわかるようにしてください。

③結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）
　・「総事業費Ａ」、「事業収入額Ｂ」、「差引額Ｃ」、「対象経費の実支出額Ｄ」、「交付基準による算定額Ｅ」欄
　　　それぞれ、交付申請時の結核対策費所要額調（別紙１の１）の「総事業費Ａ」、「収入予定額Ｂ」、「差引額Ｃ」、「対象経費の支出予定額Ｄ」、「交付基準による算定額Ｅ」欄と同じです。
※「対象経費の実支出額Ｄ」及び「交付基準による算定額Ｅ」は、それぞれ健康診断事業計画書（別紙７の２）の「対象経費の実支出額Ｄ’」及び「交付基準による算定額Ｅ’」に一致するか確認してください。
　・「対象額Ｆ」欄
　　「差引額Ｃ」、「対象経費の実支出予定額Ｄ」及び「交付基準による算定額Ｅ」をそれぞれの合計欄の金額を比較して最も少ない額を記入してください。
　・「補助額Ｇ」欄
　　「対象額Ｆ」欄に合計金額に２/３を乗じた金額を記入してください。（1円未満の端数は切り捨て）
・「交付決定額Ｈ」欄
　　（様式第７号）結核対策補助金交付事業実績報告書の１.交付決定額と同じです。

④健康診断事業計画書（別紙７の２）
　・「学校・施設の数」欄
　　　この申請書に係る学校数、施設数をそれぞれ該当欄に記入してください。
　・「対象人員Ａ」欄
　　　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律で定められた健康診断の対象となる人員（教師、学校職員、施設職員等を除く）をそれぞれ該当欄に記入してください。
　・「私費受診含む受診人員Ｂ」欄
　　　上記「対象人員」のうち、健康診断を受けた人員をそれぞれ該当欄に記入してください。
　　　私費で受診した方がいる場合は、その人数も含めて記入してください。
　・「受診率Ｂ/Ａ」欄
　　　小数点第１位まで記入（小数点第２位を四捨五入）してください。
　・「補助金対象受診人員Ｃ」欄
　　　上記「対象人員」のうち、健康診断を受けた人員を私費受診した方を除いて記入してくださ
　　い。
・「対象経費の実支出額Ｄ’」欄
　　　健康診断を行うのに要した補助対象経費の額をそれぞれ該当欄に記入してください。
　（別紙７の１「対象経費の実支出額Ｄ」欄の金額と一致します。）


　・「交付基準による算定額Ｅ’」欄
　　　健康診断の各欄の人員に補助基準単価を乗じた額をそれぞれ該当欄に記入してください。（別紙７の１「交付基準による算定額Ｅ」欄の金額と一致します。）
　・「対象額Ｆ’」欄
　　　間接撮影費と直接撮影費ごとに「対象経費の実支出額」「交付基準による算定額」を比較して最も少ない額を記入してください。
(別紙７の１「対象額Ｆ」欄の金額と一致します。）

⑤健康診断費精算内訳（別紙７の３）
　・「実施人数」欄
　　　健康診断を受診した人員をそれぞれが該当欄に記入してください。
・「①実施に要した支出額」欄
　　　上記の健康診断に要した補助対象経費の支出額をそれぞれ該当欄に記入してください。
・「②実施に関する収入額」欄
　　　健康診断を行うにあたり、他に収入があった場合（受診者からの実費聴収額等）はその額をそれぞれ該当欄に記入してください。
・「③差引額」欄
「1 実施に要した支出額」から「②実施に関する収入額」を差し引いた額をそれぞれ該当欄
に記入してください。
・「一人当たり所要経費」欄
「1 実施に要した支出額」欄の金額を「実施人員」欄に人員で除した額をそれぞれ該当欄に
記入してください。（１円未満の端数は切捨）
※「実施人員」は、健康診断事業実績書（別紙７の２）の（人員）計と一致するか確認してください。
※「①実施に要した支出額」の計は、結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）の「対象経費の実支出額Ｄ」の合計及び健康診断事業実績書（別紙７の２）の「対象経費の実支出額Ｄ’」の合計額と一致するか確認してください。
※「②実施に関する収入額」の計は、結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）の「事業収入額Ｂ」の合計と一致するか確認してください。

⑥令和7年度歳入歳出予算書抄本（別紙７の４）
　※決算（見込）額は、円単位で記入してください。
　　・「歳入・歳出決算（見込）額」欄
　　　　歳入の「決算（見込）額」には、結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）の「交付決定額Ｈ」と補助金以外の経費負担の概要（別紙７）の「負担額」を記入し、歳出の「決算（見込）額」には、結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１）の「対象経費の実支出額Ｄ」を記入してください。
歳入額の計と歳出額の計は必ず一致させてください。
　　・「抄本発行年月日」欄
　　　　事業実績報告日と同日付けとしてください。


　　・「法人名」、「代表者氏名・印」欄
　　　　令和７年度結核対策費補助金事業実績報告書（様式第７号）の法人名、代表者氏名を記入
してください。また、代表者印（様式第７号と同一のもの）も忘れずに押印してください。

⑦領収書等証拠書類の写し及び撮影区分（直接撮影、間接撮影）がわかるもの
※事業実績報告書と併せて、対象経費の実支出額が確認できる実施した医療機関が発行した領収
書等の証拠書類の写しを提出してください。（写しの用紙は、原本照合を確認し、代表者印を
押印のこと）
また、領収書で明細書がない場合には、領収書の写しの余白に精算内訳を記入してください。
　
⑧結核に係る定期健康診断実施報告書
　　健康診断事業実績報告書（別紙7の2）と突合しますので、差異のないようお願いします。年度内に一回、保健所に報告する義務があります。報告書が未提出の施設は、実績報告と併せて提出してください。



〈記 入 例〉
様式第７号（第１３条関係）
 

　　　　　　　令和７年12月26日実際の申請日の日付として下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
八尾市長　 様令和６年度より自署の場合は、押印不要になりました。自署でない場合は、代表者の職印を押印してください。

　　　　　　　　　　　　申請者　法人所在地　東京都○○市○○○町１丁目２番４号学校法人
○○学園
理事長印

法人名　学校法人○○学園
代表者職氏名　理事長○○○○　　　　　　　　㊞　
※自署の場合は、押印不要
学校・施設の所在地この申請書に係る学校・施設の所在地、名称等記入してください。

　　　　　大阪府八尾市○○町２丁目３番４号
名称　　　○○学園○○高等学校　
電話番号　０７２－３４５－○○○○報告書の内容について、問い合わせることがありますので、補助金担当者の連絡先をご記入ください。

担当課　　経理課
担当者　　大阪　太郎

令和7年度八尾市結核対策費補助金交付事業実績報告書

令和７年○月○日付、八健予指令　第○○○号にて補助金交付決定通知のあった結核対策費補助金交付事業において、事業が完了したので、次のとおり関係書類を添えて報告します。
　　　
１．交付決定額（別紙７の１）の「交付決定額H」欄と同額を記入してください。


　　　　　金　２８，１８１円
　２．内訳下記のとおり
　　（１）結核対策費補助金最終補助精算額明細書（別紙７の１） 
　　（２）健康診断事業実績報告書（別紙７の２）
　　（３）健康診断費精算内訳（別紙７の３）
（4） 収支決算書抄本（別紙７の４）

３．事業の完了の期日交付決定指令の日付以降でかつ申請日までの日付として下さい。
支店名の抜け・口座番号の間違いがないよう注意してください。
申請時と振込先が異なる場合、債権債務者（変更）申請書の提出が必要です。

　令和７年○月○日

４．補助対象経費額
1 金融機関名及び支店名　　○○銀行○○支店　　
2 預金種別（普通・当座）　普通預金　　　　　　　　　　　　
3 口座番号　　　　　　　　１２３４５６　　　　　　　　　　
4 口座名義　　　　　　　　学校法人○○学園　理事長○○○○

申請者　　交付申請　         (11月中旬まで)　


八尾市　　交付決定　          (12月上旬頃)


八尾市　　補助金の交付         (3月末頃)


申請者　　実績報告　      (12月末まで)


八尾市　　補助金の額の確定  (1月末頃)


申請者　　交付請求　　         (2月末まで)
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